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関西防災・減災プラン（総則及び地震・津波災害対策編） 

中間案に対する意見・提案及び関西広域連合の考え方 

 

関西防災・減災プラン（総則及び地震・津波災害対策編）（以下「プラン」という。）中間案に対する意

見等を募集した結果、5 名から延べ６件の意見・提案の提出があった。 

関西広域連合の考え方は以下のとおり。 

 

 ページ・章等 意見・提案 関西広域連合の考え方 

１ Ｐ２ 

総則編 

Ⅰ４ 

計画の見直し 

ﾌﾟﾗﾝの見直しにあたっては、「PDCAｻｲｸﾙ

により、計画の実効性の確保を図る」とあ

るが、ｻｲｸﾙの中のC（評価）、A（改善）に

ついて、どのような評価をし、どのような

改善を行うのかを「見える化」してほしい。

これまでの想定が正しかったのか、取組が

正しかったのか、住民に見える形でC、A

を行ってほしい。 

・「災害への対応」の手順については、

熊本地震への支援など、実際の災害

支援手順の検証とともに、平時には、

災害対応に即した総合防災訓練結果

を検証し、ﾌﾟﾗﾝの改善につなげてい

く。 

・頂いた意見も踏まえ、広域連合のﾎｰ

ﾑﾍﾟｰｼﾞ等も活用し、PDCAの過程が

見えるような見直し方法を具体的に

検討していきたい。 

 

２ Ｐ６ 

総則編 

Ⅱ 

対象とする災害 

大規模自然災害の脅威に対しては、関西

広域連合の役割・対応について、より詳細

に記載されていると思う。 

別のﾌﾟﾗﾝで定める予定かもしれないが、

北朝鮮の核の脅威に対して、関西広域連合

として何ができるのか、私たち住民にどの

ようなものを示してもらえるのか、その点

について教えていただきたい。 

 

・総則編の「Ⅱ対象とする災害」にお

いて、危機管理事案で広域的な対応

が必要なものについて、本ﾌﾟﾗﾝや関

西広域応援・受援実施要綱に準じて

対応することとしている。 

・北朝鮮のﾐｻｲﾙ対応など、外交や国防

に関する事項は、国の専管だが、広

域連合としても、万が一の事態を想

定し備えることが重要である。 

・本年６月、国に対し①ﾐｻｲﾙ飛来時の

避難行動についての国民理解の深

化、②漁船や航空機等へのﾐｻｲﾙ発射

情報の迅速かつ直接の伝達、③関係

機関が取るべき対応の明確化など６

項目の申入れを行い、これを受け、

国は「国民保護ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ」やﾃﾚﾋﾞCM

の広報等の対応を実施している。 

・構成団体は、国と合同で防災行政無

線等を利用した住民への情報伝達訓

練、堅牢な建物への屋内避難訓練等

の住民避難訓練を実施しており、今

後とも、構成団体をはじめ、国・市

町村等関係機関と緊密に連携し、情

報共有を行うととともに、必要に応

じて国への申し入れを行う等、府県

民の安全確保に努める。 

 

資料１ 

資料２ 
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 ページ・章等 意見・提案 関西広域連合の考え方 

３ Ｐ８ 

総則編 

Ⅲ５ 

自助・共助の取組

の促進 

大規模な災害が発生した場合、我々住民

は、最後に頼るべきは自分自身だという覚

悟、つまり、自助が一番大事なんだという

認識を持つべきだと思う。 

・関西広域防災計画策定委員会での委

員の指摘を踏まえ、今回の改訂にお

いて、総則編の「Ⅲ広域連合の役割」

として、広域連合及び構成団体が平

時から住民・企業等の自助・共助の

取組を促進していくことを追記して

いる。 

 

４ Ｐ１７  

地震・津波災害対策編 

Ⅱ２(１)②ア 

 

緊急派遣ﾁｰﾑ（先

遣隊）の編成 

このﾌﾟﾗﾝでは、災害が起こった際に現地

に派遣するための緊急派遣ﾁｰﾑを編成する

こととされているが、南海ﾄﾗﾌ地震のよう

に関西全体で被害が出るような災害が起

こった場合は、どのように対応するのか。 

緊急派遣ﾁｰﾑに人を割くことによって、

自分達が住んでいる県の災害対応に問題

が起こらないようにお願いしたい。 

・大規模広域災害が発生した場合、被

災地の情報収集を行うため、大きな

被害を受けていない構成団体職員を

緊急派遣ﾁｰﾑとして派遣することと

しており、広域連合で作成した「南

海ﾄﾗﾌ地震応急対応ﾏﾆｭｱﾙ」において

も、南海ﾄﾗﾌ地震で大きな被害を受け

ないと思われる「福井県、滋賀県、

鳥取県」の職員を大きな被害が想定

される「三重県、和歌山県、徳島県」

に暫定的に派遣することとしてい

る。 

・自県の災害対応に支障が出ないよう

配慮して緊急派遣ﾁｰﾑの運用を行う。 

 

５ Ｐ２４ 

地震・津波災害対策編 

Ⅱ２（５）① 

住民への普及啓

発 

家庭での減災の取組、事業所での減災の

取組を普及啓発するとなっているが、それ

以外に地域ｺﾐｭﾆﾃｨでの減災の取組も普及

啓発すべきと考える。 

・阪神・淡路大震災では、がれきから

自力で脱出できなかった人の約8割

が家族や近所の住民によって救出さ

れたといわれており、「自分たちの地

域は自分たちで守る」という教訓が

生まれている。 

・頂いた意見を踏まえ、自主防災組織

等による地域ｺﾐｭﾆﾃｨﾚﾍﾞﾙでの実践的

な防災訓練の実施など「地域ｺﾐｭﾆﾃｨ

での減災の取組」も普及啓発項目と

して追記することを検討する。 

 

６ 関西広域連合の

防災・減災の取組

への期待 

 

南海ﾄﾗﾌ大地震が発生すると、県域を越

えて広範囲での被害が想定されるので、防

災・減災に向けた関西広域連合の働きに期

待する。 

 

・関西広域連合への期待にしっかり応

えられるよう、防災・減災に向けた

取組を引き続き着実に進めていく。 

 

 

 


